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報告

日本における農業資源の潜在力を

顕在化するために生産農学が果たすべき役割

令和2年(2 0 2 0年） 9月1日

日 本 学 術 会 議

農学委員会

農学分科会
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フードバレーとちぎ推進協議会設立趣意書

本県は、自動車産業や航空宇宙産業などが集積する全国有数の「ものづくり県」として、

また、全国一の収穫量を誇るいちごをはじめとする豊かな農産物や豊富で良質な水の恵み

を活かした首都圏の食料基地として発展してきました。 

しかしながら、昨今、世界的な経済危機や急速な円高により輸出型産業が大きな影響を

受け、また、農業においては食料自給率の低迷や担い手の減少などの問題に直面しており

ます。 

こうした中にあって、“食”の産業振興を図ることは、本県の農業や製造業をはじめ、

流通業、小売業、さらには観光・サービス産業など幅広い分野の産業に新たな発展の可能

性が期待され、ひいては、気候や風土、文化といった地域の特色を活かした地域振興に繋

がるものと考えております。 

こうしたことから、今般、私たちは、“食”をテーマに地域経済が成長・発展し、活力

あふれる“フードバレーとちぎ”を目指す取組の本格的な展開を図るため、“食”に関す

る幅広い主体が結集し、交流する場として「フードバレーとちぎ推進協議会」の設立を決

意いたしました。 

今後、この協議会において、農林漁業者や食品製造業をはじめとする食品関連企業、産

業支援機関などの関係団体が、活発に交流・連携することにより、新たな商品開発、海外

市場も視野に入れた販路開拓、農業の高付加価値化、さらには本県の強みを活かした企業

誘致を推進してまいります。 

この趣旨に御賛同いただき、多くの企業、団体、機関等が本協議会に参加され、本県産

業の更なる発展に共に御尽力くださるようお願い申し上げます。 

平成２２年９月 

設立発起人 

栃 木 県 知 事 福田 富一 

栃木県農業協同組合中央会 会 長 髙橋 一夫 

全国農業協同組合連合会栃木県本部 県本部長 齋藤 昭夫 

社団法人栃木県食品産業協会 会 長 増渕 正二 

サントリー酒類株式会社梓の森工場  工場長 井床 眞夫 

社団法人栃木県観光物産協会 会 長 小松 正義 

社団法人栃木県経済同友会 筆頭代表幹事 板橋 敏雄 

社団法人栃木県商工会議所連合会 会 長 簗   郁夫 

栃木県商工会連合会 会 長     中村 彰太郎 

栃木県中小企業団体中央会 会 長 菊池 功 

株式会社足利銀行 頭 取 藤沢 智 

株式会社栃木銀行 頭 取 菊池 康雄 

国立大学法人宇都宮大学 学 長 進村 武男 
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６文科高第６４４号 

令和６年７月３０日 

宇都宮大学長 殿 

文部科学大臣臨時代理  

国務大臣  武見 敬三 

教育関係共同利用拠点の認定について（通知） 

 学校教育法施行規則第１４３条の２の規定に基づき、貴学の「宇都宮大学農学部附属農場」を、下

記により「教育関係共同利用拠点」に認定します。 

 なお、教育関係共同利用拠点の認定等に関する有識者会議等における審査において、下記３のとお

り意見がありましたので、今後の拠点活動の際に留意してください。 

記 

１．教育関係共同利用拠点名 

「生命・環境と調和した持続的な食と農について学ぶフィールド教育拠点」 

２．認定の有効期間 

  令和７年４月１日～令和 12 年３月 31日 

３．特記事項 

・乳牛舎と肉牛舎を合築した最新の IT システムを備えたハイブリッド牛舎が竣工するなど、畜

産・酪農分野の教育拠点となり得る最新の教育環境が整備されている。こうした教育環境を最

大限に活用し、農学分野に留まらない他の学問分野・領域との更なる連携・融合が期待できる。

・HP上で、実習内容とともに受講者の感想や教育的な効果・成果の記載を充実させるとともに、

本拠点の取組が魅力あるものとして多様なステークホルダーに伝わるよう、より分かりやす

い・発見しやすい情報発信の工夫が望まれる。 

・宇都宮大学の学生のみが受講している科目が複数あるが、本拠点としての強み・特色を有する

教育プログラムをより広く発信していく観点からも、こうした科目が可能な範囲で他大学の

学生に対しても開放されることが望まれる。

・他大学のシラバスで本拠点が主体的に関わっていることが不明確なものが散見されるので、本

拠点としての具体的な関わり方等が他大学のシラバスにおいて、より明確に分かるよう工夫

が望まれる。
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教育研究評議会　資料５ 
令和５年１２月１３日(水)
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Forest Field Practicum in Nikko 
2  

2024 9 18 9 20 2 3  
2024 9 18 10 00 

1  
321-8505 350 
9 20 17 00  

329-2441 7556 

TEL: 0287-47-0057 Email: open-forest@miya.jm.utsunomiya-u.ac.jp 
URL: https://agri.mine.utsunomiya-u.ac.jp/hpj/deptj/forestry/funyu.html  Web  

2  
10  

SGEC  

6,000  

参考資料
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321-8505 350 

TEL: 028-649-5264 E-mail: agro@miya.jm.utsunomiya-u.ac.jp 

.  

7 26   

329-2441 7556 

TEL: 0287-47-0057 Email: open-forest@miya.jm.utsunomiya-u.ac.jp 

- 設置等の趣旨（資料） - 24 -



76km 31km 
1 40 60  

- 設置等の趣旨（資料） - 25 -



【資料①- 7】

- 設置等の趣旨（資料） - 26 -



令和7年5月20日

国立大学法人宇都宮大学長 池田 宰 様

公益社団法人栃木県経済同友会

筆頭代表理事

会 長

松

青

下

一般社団法人栃木県経営者協会

木

正 直

一般社団法人栃木県商工会議所連合会

会 長

栃木県商工会連合会

会

会

長

長

藤

薄

栃木県中小企業団体中央会
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井
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合連合

地方創生に向けた宇都宮大学の充実強化に関する要望書

日頃から本県経済産業界に対し、 御支援、 御協力を賜り、 感謝申し上げます。

このたびの貴学が構想されている農学部改組は、 5学科を4学科に再構築することにより、 旧来の学

問分野による構成を取り崩し、 分野融合から生まれる斬新で創造的な農学教育を学生に与え、 社会的に

果たす役割に基づいた構想と大変心強く思われます。

Society5.0社会の到来を目の前にして、 未来農学（深刻化・複雑化した現代社会の課題を解決し、 持

続可能で農かな未来社会を切り拓く農学）における諸課題を見つけ出し、 統合知をもって理論的かつ実

践的な提案をおこない地域や国際的な現場において新たな価値を創造することができる人材を育成す

るものとお聞きしており、 誠に時宜を得たものであります。 さらに、 大学院の充実と魅力向上は、 県内

外の多様な人材を呼び込み、 これを育成することで地域の活力向上へつながっていくと考えられること

から、 この度の農学部改組構想は、 とちぎ創生の実現に大変重要であると認識しており、 本県経済産業

界としましては、 県内外の多くの若者が貴学において学び、 卒業後には地域に密着して活躍することを

期待し、 本構想を強く支持するものであります。

なお、 教育研究の実施に当たっては、 貴学と共同した取組が、 地域の課題を解決し、 持続可能で豊か

な地域社会の構築に結びつくモデルケ ースとなるよう、 引き続き、 多様な連携・協力を行って参りたい

と考えております。

貴学におかれましては、 県内唯一の国立大学法人として、 これまで県内の産業、 行政、 教育にわたる

幅広い分野に地域を支える優秀な人材を数多く輩出され、 また、 デー タサイエンス経営学、 地域デザイ

ン科学、 国際学、 教育学、 工学、 牒学等の各分野において、 社会の発展に様々な御協力をいただいて参

りました。 今回の農学部改組により、 これまで以上に地域貢献に御尽力いただくことを期待し、 貴学の

改組構想が早期に実現されることを強く要望いたします。
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(附属図書館) 

第 4条 本学に，附属図書館を置く。 

第 5条から第 13条まで 削除 

第 3節 収容定員 

(収容定員) 

第 14条 学生の収容定員は，別表 1のとおりとする。 

第 2章 学部通則 

第 1節 教育課程及び履修方法 

(教育課程の編成方針) 

第 15条 本学においては，学校教育法施行規則第 165条の 2第 1項第 1号及び第 2号の

規定により定める方針に基づき，本学，学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達

成するために必要な授業科目を自ら開設し，4年一貫した教育を行うため体系的に教育

課程を編成するものとする。 

2 教育課程の編成に当たっては，学部の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに，幅

広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮す

るものとする。 

(教育課程の編成方法等) 

第 15条の 2 教育課程は，各授業科目を必修科目，選択科目及び自由科目に分け，これ

を各年次に配当して編成するものとする。 

2 授業科目の区分は，基盤教育科目及び専門教育科目とする。 

3 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用に

より行うものとする。 

(共同教育課程) 

第 15条の 3 本学，学部及び学科の教育上の目的を達成するために必要があると認めら

れる場合には，他の大学が開設する授業科目を，当該学科・課程の教育課程の一部と

みなして，当該学科・課程及び他の大学ごとにそれぞれ同一内容の教育課程（以下

「共同教育課程」という。）を編成することができる。 

(共同教育学部の共同教育課程の編成) 

第 15条の 4 共同教育学部の教育課程は，群馬大学との共同教育課程とし，本学及び群

馬大学並びにそれぞれの共同教育学部及び学校教育教員養成課程の教育上の目的を達

成するために必要な授業科目を，第 15条の 2第 2項に定める区分に従って本学及び群

馬大学が共同で開設し，体系的に編成するものとする。 

(成績評価基準等の明示等) 

第 15条の 5 本学は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに 1年間の授業計画をあ

らかじめ明示するものとする。 

【資料⑤- 1】
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2 本学は，学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確

保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にした

がって適切に行うものとする。 

(基盤教育) 

第 15条の 6 基盤教育科目により現代社会に必要なリテラシー，幅広い教養と豊かな人

間性，専門教育を学ぶ上で基礎となる素養を身につけるための教育を基盤教育と称す

る。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 15条の 7 本学は，授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を

実施する。 

(履修方法等) 

第 16 条 基盤教育に係る授業科目，単位及び履修方法は，基盤教育運営会議の議を経て，

学長が別に定める。 

第 17条 専門教育に係る授業科目，単位及び履修方法は，各学部教授会の議を経て，学

長が別に定める。 

(教員免許状授与の所要資格の取得) 

第 17条の 2 教員免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法(昭和

24年法律第 147号)及び教育職員免許法施行規則(昭和 29年文部省令第 26号)に定める

所要の単位を修得しなければならない。 

2 本学学部の学科・課程において当該所要資格を取得できる教員免許状の種類及び免許

教科は，別表 2のとおりとする。 

(修業年限) 

第 18条 修業年限は，4年とする。 

2 本学の科目等履修生(大学の学生以外の者に限る。)として一定の単位を修得した者が，

本学に入学する場合において，当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修し

たと認められるときは，別に定めるところにより修得した単位数その他を勘案して，

相当期間を修業年限の 2分の 1の範囲内で修業年限に通算することができる。 

(在学期間) 

第 18条の 2 在学期間は，8年を超えることができない。ただし，第 26条，第 26条の 2

又は第 27条の規定により入学を許可された者については，次の表に定める期間を超え

ることができない。 

入学した年次 在学期間 

第 2年次 7年 

第 3年次 6年 

第 4年次 5年 
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2 前項の規定にかかわらず，再入学後の在学期間は，同項に規定する在学期間から退学

前の在学年数(1 年未満の端数は切り捨てる。)を控除した年数を超えることができない。 

(単位の基準) 

第 19条 各授業科目の単位数は，1単位の授業科目を 45時間の学修を必要とする内容を

もって構成することを標準とし，次の授業時間数を基準とする。 

(1) 講義及び演習は，15時間から 30時間までの範囲内の授業時間数をもって 1単位

とする。 

(2) 実験，実習及び実技は，30時間から 45時間までの範囲内の授業時間数をもって 1

単位とする。 

(3) 一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち二以上の方法の

併用により行う場合については，その組み合わせに応じ，前 2号に規定する基準を

考慮して本学が定める時間の授業をもって 1単位とする。 

(4) 各授業科目は，多様なメディアを高度に利用し，当該授業を行う教室等以外の場

所で実施することができるものとする。 

(5) 前号に規定する授業の方法により修得する単位数は，60単位を超えない範囲とす

る。ただし，卒業要件の単位が 124単位を超えるときは，卒業要件の単位から 64単

位を控除した単位数を超えない範囲とする。 

(6) 各授業科目は，外国において履修させることができるものとし，第 4号の規定に

より、多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修

させる場合についても，同様とする。 

(7) 各授業科目は，授業の一部を，校舎及び附属施設以外の場所で行うことができる

ものとする。 

2 前項の規定による各授業科目毎の授業時間数は，各学部教授会又は基盤教育運営会議

(以下「学部教授会等」という。)の議を経て，学長が別に定める。 

3 第 1項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究及び卒業制作等の授業科目の単位数

については，各学部教授会の議を経て，学長が別に定める。 

(単位の授与) 

第 20条 授業科目を履修した者に対しては，考査の上，合格した者に単位を与えるもの

とする。 

2 考査は，試験， 論文， 報告書等により行う。 

(履修科目の登録の上限) 

第 20条の 2 卒業の要件として修得すべき単位数について，1年間又は 1学期に履修科目

として登録することができる単位数の上限は，別に定める。 

2 前項の規定にかかわらず，所定の単位を優れた成績をもって修得した者については，

登録することができる単位数の上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

(成績の評価) 
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第4条 本学部における専門教育科目に係る授業科目，単位数，授業方法，1単位の授業

時間数及び履修方法については，別表2のとおりとする。 

2 専門教育科目は，必修科目と選択科目を合わせて95単位以上を修得しなければならな

い。 

3 教員免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法(昭和24年法律

第147号)及び教育職員免許法施行規則(昭和29年文部省令第26号)に定める所要の単

位を修得しなければならない。 

4 前項に係る授業科目，単位数及び履修方法等については，別に定める本学部「教職課

程履修方法」による。 

5 食品衛生管理者及び食品衛生監視員の資格の取得については，別に定めるところによ

る。 

(卒業単位等) 

第5条 卒業の認定に関する単位数及びGPA基準値は，第3条及び前条第2項の単位を合

わせて124単位以上を修得し，宇都宮大学における授業科目成績の評価及びGPT・GPA

制度の取扱いに関する要項第4条第2項に定める算式により得られた通算GPAが2.0以

上とする。 

(授業時間表及び公示) 

第6条 毎期の授業科目，単位数，担当教員及び授業時間表は，始業1週間前に公示す

る。 

(単位の基準) 

第7条 本学部における単位の基準は，次のとおりとする。 

(1) 講義は，15時間の授業時間数をもって1単位とする。

(2) 演習は，15時間から30時間，実験，実習及び実技は，30時間から45時間の範囲

内の授業時間数をもって1単位とし，授業科目ごとに第4条第1項に規定する別表2で

定める。(履修授業科目の届出) 

第8条 学生は，毎期始業後2週間以内に履修しようとする授業科目を所定の手続により

申し出て，授業科目担当教員の承認を得なければならない。 

2 教育職員免許状取得に関し他学部の授業科目を履修しようとするときは，本学部長及

び当該学部長の許可を得なければならない。 

(履修授業科目の登録の上限) 

第8条の2 一学期に履修授業科目として登録することができる単位数の上限は，1年次

生にあっては30単位とし，2年次生，3年次生及び4年次生にあっては24単位とす

る。 

2 前項の規程にかかわらず，2年次生，3年次生及び4年次生のうち，直前の学期に優れ

た成績を修めた学生又は教授会が必要と認めた学生にあっては，上限を超えてその期

の履修授業科目の登録を認めることができる。 

【資料⑤- 2】
宇都宮大学農学部履修規程（抜粋）

- 設置等の趣旨（資料） - 47 -



既修得単位の読替表（基盤教育科目）

農学部共通
必修 選択 基盤教育科⽬合計

17単位 11単位 28単位

11 11

【資料⑦- 1】

【資料⑦- 2】

- 設置等の趣旨（資料） - 48 -



【資料⑦- 3】

【資料⑦- 4】

- 設置等の趣旨（資料） - 49 -



【資料⑦- 5】

【資料⑦- 6】

- 設置等の趣旨（資料） - 50 -



本学部での読替認定単位数（専門教育科目）

学科・プログラム 必修 選択 計

フロンティア食品科学科 56 33 89

生物生産イノベーション科学科 65 20 85

環境システム科学科 農業環境工学プログラム 64 19 83

環境システム科学科 森林科学プログラム 70 16 86

エコロジカル社会経済学科 59 23 82

【資料⑦- 7】
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○国立大学法人宇都宮大学組織規程

目次
第1章 総則(第1条・第2条)

第2章 役員及び職員(第3条－第7条)

第3章 審議機関等(第8条－第12条の3)

第4章 大学の組織(第12条の4－第19条の6)

第5章 副学長及び大学の組織の長(第20条－第29条の6)

第6章 教授会，専攻教授会及び研究科委員会(第30条－第31条の2)

第7章 事務組織(第32条)

第8章 補則(第33条)

附則

第1章 総則

(趣旨)

第1条 この規程は，国立大学法人法(平成15年法律第112号。以下「法人法」とい

う。)その他の法令に定めるもののほか，国立大学法人宇都宮大学(以下「本学」

という。)の組織について定めるものとする。

(主たる事務所)

第2条 本学は，主たる事務所を栃木県宇都宮市峰町350番地に置く。

第2章 役員及び職員

(役員)

第3条 本学に，次の役員を置く。

(1) 学長

(2) 理事

(3) 監事 2名

2 前項第3号の規定により置く監事のうち少なくとも1名は，常勤としなければな

らない。

(学長の職務)

第4条 学長は，本学を代表し，その業務を総理するとともに，学校教育法（昭和2

2年法律第26号。以下「学教法」という。）の定めるところにより，本学の長と

して，その校務をつかさどり，所属職員を統督する。

(理事の職務)

第5条 理事は，学長の定めるところにより，学長を補佐して本学の業務を掌理

し，学長に事故があるときはその職務を代理し，学長が欠員のときはその職務を

行う。

2 理事に関し必要な事項は，別に定める。

(監事の職務)

第6条 監事は，本学の業務を監査し，その他法人法の定める職務を行う。

2 監事に関し必要な事項は，別に定める。

(平成16 規程第2号)
改正 平成16 規程第114号 平成17 規程第5号 平成18 規程第3号

平成18 規程第39号 平成18 規程第48号 平成18 規程第74号

平成18 規程第79号 平成19 規程第1号 平成19 規程第11号

平成20 規程第5号 平成20 規程第9号 平成22 規程第1号

平成22 規程第7号 平成22 規程第90号 平成23 規程第5号

平成23 規程第15号 平成24 規程第15号 平成25 規程第18号

平成26 規程第9号 平成27 規程第27号 平成28 規程第74号

平成28 規程第105号 平成29 規程第17号 平成30年 規程第29号

平成31年 規程第15号 令和元年 第127号 令和2年 規程第16号

令和3年 規程第20号 令和4年 規程第28号 令和5年 規程第12号

令和5年 規程第42号 令和6年 規程第21号 令和7年 規程第30号

【資料⑭- 1】

- 設置等の趣旨（資料） - 56 -



(職員)

第7条 本学に，教授，准教授，助教，副園長，副校長，主幹教諭，教諭，養護教

諭，事務職員，施設系技術職員，教室系技術職員，技能系職員，医療系技術職

員，教務職員， リサーチ・アドミニストレーターその他必要な職員を置く。

2 前項に定めるもののほか，特に必要と認められるときは，講師(常時勤務する者

に限る。)及び助手を置くことができる。

3 職員の職務は，学教法及び本学が別に定める規程による。

第3章 審議機関等

(役員会)

第8条 本学に，中期目標及び中期計画に関する事項並びに本学の重要な組織の設

置又は廃止に関する事項その他役員会が定める重要事項について審議する機関と

して，法人法の定めるところにより，役員会を置く。

2 役員会に関する規程は，別に定める。

(学長選考・監察会議)

第9条 本学に，学長の選考及び業務執行状況の確認等を行う機関として，法人法

の定めるところにより，学長選考・監察会議を置く。

2 学長選考・監察会議に関する規程は，別に定める。

(経営協議会)

第10条 本学に，経営に関する重要事項を審議する機関として，法人法の定めると

ころにより，経営協議会を置く。

2 経営協議会に関する規程は，別に定める。

(教育研究評議会)

第11条 本学に，教育研究に関する重要事項を審議する機関として，法人法の定め

るところにより，教育研究評議会を置く。

2 教育研究評議会に関する規程は，別に定める。

(戦略企画本部)

第11条の2 本学に，本学が戦略的に取り組むべき重要事項に係る企画及び立案並

びに総合調整を行う機関として，戦略企画本部を置く。

2 戦略企画本部に関する規程は，別に定める。

(部局長連絡協議会)

第12条 本学に，本学の経営及び教育研究に関し連絡，調整及び協議するため，部

局長連絡協議会を置く。

2 部局長連絡協議会に関しては，別に定める。

(広報戦略オフィス等)

第12条の2 本学に，理事を補佐するため，次に掲げるオフィスを置く。

広報戦略オフィス

2 オフィスに関し必要な事項は，別に定める。
第12条の3 削除

第4章 大学の組織

(学術院)

第12条の4 本学に，本学の教育及び社会活動の基盤である研究の活性化を担うこ

とを目的とし，学術院を置く。

2 本学の教授，准教授，講師(常時勤務する者に限る。)，助教及び助手は，学術

院に所属するものとする。

3 学術院に関する規程は，別に定める。

(学部)

第13条 本学に，次の学部を置く。

データサイエンス経営学部
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地域デザイン科学部

国際学部

共同教育学部

工学部

農学部

2 学部に関する規程は，別に定める。

(大学院)

第14条 本学に，大学院を置き，次の研究科を置く。

地域創生科学研究科

教育学研究科

2 大学院に関する規程は，別に定める。

(附属学校)

第15条 本学に，法人法及びそれに基づく文部科学省令の定めるところにより，次

の附属学校を置く。

共同教育学部附属幼稚園

共同教育学部附属小学校

共同教育学部附属中学校

共同教育学部附属特別支援学校

2 附属学校に関する規程は，別に定める。

(学部附属施設)

第16条 本学に次の学部附属施設を置く。

地域デザイン科学部附属地域デザインセンター

国際学部附属多文化公共圏センター

工学部附属ものづくり創成工学センター

農学部附属農場

農学部附属演習林

2 学部附属施設に関する規程は，別に定める。

(共同利用)

第16条の2 前条第1項に掲げる農学部附属農場及び農学部附属演習林は，本学の教

育研究上支障がないと認められるときは，他の大学，専門学校等の利用に供する

ことができるものとする。

2 前項に関し必要な事項は，別に定める。

(機構)

第16条の3 本学に次の機構を置く。

研究推進機構

大学教育推進機構

地域創生推進機構

2 機構に関する規程は，別に定める。

第16条の4 本学に次の機構が統括する教育研究施設を置く。

研究推進機構 雑草管理教育研究センター

バイオサイエンス教育研究センター

オプティクス教育研究センター

ロボティクス・工農技術研究所

機器分析センター

大学教育推進機構 基盤教育センター

教学マネジメント企画室

教職センター

地域創生推進機構 データサイエンスセンター
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社会共創促進センター

宇大アカデミー

イノベーション支援センター

2 機構が統括する教育研究施設に関する規程は，別に定める。

(学内共同施設)

第17条 本学に次の学内共同施設を置く。

アドミッションセンター

高大連携オフィス

留学生・国際交流センター

就職・キャリア支援センター

DE&I推進センター

情報通信基盤センター

保健管理センター

2 学内共同施設に関する規程は，別に定める。

(附属図書館)

第18条 本学に附属図書館を置く。

2 附属図書館に関する規程は，別に定める。
第19条から第19条の6まで 削除

第5章 副学長及び大学の組織の長

(副学長)

第20条 本学に，副学長を置く。

2 副学長は，学長を助け，命を受けて校務をつかさどる。

3 副学長は，理事をもって充てる。（非常勤理事を除く。）

4 前項の規定にかかわらず，理事以外の副学長を置くことができる。

5 前項の副学長は，本学の職員のうちからこれに充てる。

6 第3項の副学長に関し必要な事項は，別に定める。

(学長特別補佐)

第20条の2 本学に，学長特別補佐を置くことができる。

2 学長特別補佐は，本学における管理運営を円滑に進めるため，学長を補佐し，

学長からの特命事項を行う。

3 学長特別補佐は，本学の職員のうちからこれに充てる。

4 学長特別補佐に関し必要な事項は，別に定める。

(学部長)

第21条 各学部に学部長を置き，学術院の教授のうちからこれに充てる。

2 学部長は，当該学部に関する校務をつかさどり，当該学部の責任教員を統督す

る。

(学科長)

第22条 学部の学科に学科長を置くことができ，学術院の教授のうちからこれに充

てる。

2 学科長は，学科に関する校務をつかさどる。

(コース長)

第22条の2 工学部の各コースにコース長を置き，学術院の教授のうちからこれに

充てる。

2 コース長は，コースに関する校務をつかさどる。

(研究科長)

第23条 地域創生科学研究科に研究科長を置き，学術院の教授のうちから学長が指

名する者をもって充てる。

2 教育学研究科に研究科長を置き，当該研究科の基礎となる学部の長をもって充
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てる。

3 研究科長は，当該研究科に関する校務をつかさどり，当該研究科の責任教員を

統督する。

(専攻長)

第24条 地域創生科学研究科の各専攻に専攻長を置き，学術院の教授のうちからこ

れに充てる。

2 専攻長は，専攻に関する校務をつかさどる。

(学位プログラム長)

第24条の2 地域創生科学研究科の各学位プログラムに学位プログラム長を置き，

学術院の教授のうちからこれに充てる。

2 学位プログラム長は，学位プログラムに関する校務をつかさどる。

(附属学校の長)

第25条 共同教育学部附属の学校に園長又は校長を置き，学術院の教授のうちから

これに充てる。

2 前項の規定にかかわらず，学長が必要と認める場合は，特任教員の園長又は校

長を置くことができる。

3 園長又は校長は，各附属学校に関する校務をつかさどる。

(学部附属施設の長)

第26条 学部附属施設に長を置き，学術院の教授又は准教授のうちからこれに充て

る。

2 学部附属施設の長は，当該施設に関する業務をつかさどる。

(学内共同施設の長)

第27条 学内共同施設に長を置き，学長が指名する者をもってこれに充てる。

2 学内共同施設の長は，当該施設に関する業務をつかさどる。

(機構の長)

第27条の2 機構に機構長を置き，理事又は副学長のうちから学長が指名する者を

もってこれに充てる。

2 機構長は，当該機構に関する業務をつかさどる。

(附属図書館長)

第28条 附属図書館に館長を置き，理事のうちから学長が指名する者をもってこれ

に充てる。

2 館長は，図書館に関する業務をつかさどる。
第29条から第29条の6まで 削除

第6章 教授会，専攻教授会及び研究科委員会

(教授会)

第30条 各学部に，学長が掲げる，学生の入学，卒業及び課程の修了並びに学位の

授与その他教育研究に関する重要な事項等について決定を行うにあたり意見を述

べる機関として，学教法の定めるところにより，教授会を置く。

2 教授会に関する規程は，別に定める。

(専攻教授会及び研究科委員会)

第31条 地域創生科学研究科に，専攻教授会を置く。

2 教育学研究科に，研究科委員会を置く。

3 専攻教授会及び研究科委員会については，前条第1項を準用する。

4 専攻教授会及び研究科委員会に関する規程は，別に定める。
第31条の2 削除

第7章 事務組織

(事務組織)

第32条 本学にその事務を遂行させるため，事務組織を置く。
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2 本学の事務組織に関する規程は，別に定める。

第8章 補則

(補則)

第33条 この規程に定めるもののほか，本学の組織に関し必要な事項は，別に定め

る。

附 則

この規程は，平成16年4月1日から施行する。

附 則(平成16 規程第114号)

この規程は，平成16年11月24日から施行する。

附 則(平成17 規程第5号)

この規程は，平成17年4月1日から施行する。

附 則(平成18 規程第3号)

この規程は，平成18年4月1日から施行する。

附 則(平成18 規程第39号)

この規程は，平成18年6月1日から施行する。

附 則(平成18 規程第48号)

この規程は，平成18年7月1日から施行する。

附 則(平成18 規程第74号)

この規程は，平成19年1月1日から施行する。

附 則(平成18 規程第79号)

この規程は，平成19年4月1日から施行する。

附 則(平成19 規程第1号)

この規程は，平成19年4月1日から施行する。

附 則(平成19 規程第11号)

この規程は，平成19年4月1日から施行する。

附 則(平成20 規程第5号)

この規程は，平成20年2月18日から施行する。

附 則(平成20 規程第9号)

この規程は，平成20年4月1日から施行する。ただし，第4条，第15条第1項，第17

条第1項，第25条及び第27条第2項(留学生センターを除く。)の改正規定は平成20年

3月25日から施行する。

附 則(平成22 規程第1号)

この規程は，平成22年2月15日から施行する。

附 則(平成22 規程第7号)

この規程は，平成22年4月1日から施行する。

附 則(平成22 規程第90号)

- 設置等の趣旨（資料） - 61 -



この規程は，平成22年11月1日から施行する。

附 則(平成23 規程第5号)

この規程は，平成23年4月1日から施行する。

附 則(平成23 規程第15号)

この規程は，平成23年4月1日から施行する。

附 則(平成24 規程第15号)

この規程は，平成24年4月1日から施行する。

附 則(平成25 規程第18号)

この規程は，平成25年4月1日から施行する。

附 則(平成26 規程第9号)

この規程は，平成26年4月1日から施行する。

附 則(平成27 規程第27号)

この規程は，平成27年4月1日から施行する。

附 則(平成28 規程第74号)

この規程は，平成28年4月1日から施行する。

附 則(平成28 規程第105号)

この規程は，平成29年1月1日から施行する。

附 則(平成29 規程第17号)

この規程は，平成29年4月1日から施行する。

附 則(平成30年 規程第29号)

この規程は，平成30年4月1日から施行する。

附 則(平成31年 規程第15号)

1 この規程は，平成31年4月1日から施行する。

2 宇都宮大学大学院研究科教授会規程（平成20年規程第14号）及び宇都宮大学大

学院研究科教授会の審議事項について（学長裁定平成26年12月15日）は廃止す

る。

附 則(令和元年 第127号)

この規程は，令和2年4月1日から施行する。

附 則(令和2年 規程第16号)

この規程は，令和2年4月1日から施行する。

附 則(令和3年 規程第20号)

1 この規程は，令和3年4月1日から施行する。

2 国際学研究科及び工学研究科は，改正後の第31条の規定にかかわらず，令和3年

3月31日に在学する者が当該研究科に在学しなくなるまでの間，存続するものと

する。

附 則(令和4年 規程第28号)

- 設置等の趣旨（資料） - 62 -



この規程は，令和4年4月1日から施行する。

附 則(令和5年 規程第12号)

1 この規程は，令和5年4月1日から施行する。

2 第3条第2項の規定は，監事のうち施行日以後最初に任期が満了する者の当該任

期が満了するまでの間は，適用しない。

附 則(令和5年 規程第42号)

この規程は，令和5年6月1日から施行する。

附 則(令和6年 規程第21号)

この規程は，令和6年4月1日から施行する。

附 則(令和7年 規程第30号)

1 この規程は，令和7年4月1日から施行する。

2 宇都宮大学副学部長規程（令和2年規程第15号）は，廃止する。
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○宇都宮大学教授会規程

(昭和 24年 8月 23日) 

改正 昭和 24年 12月 1日 昭和 26年 10月 17日 昭 31 規程第 6号 

昭 43 規程第 8号 平 3 規程第 14号 平 6 規程第 5号 

平 9 規程第 18号 平 10 規程第 3号 平 10 規程第 74号 

平 11 規程第 28号 平 12 規程第 52号 平 13 規程第 15号 

平 16 規程第 52号 平 17 規程第 4号 平 17 規程第 9号 

平 18 規程第 5号 平 18 規程第 43号 平 18 規程第 51号 

平 18 規程第 62号 平 19 規程第 10号 平 19 規程第 19号 

平 19 規程第 54号 平 20 規程第 13号 平 23 規程第 29号 

平 24 規程第 19号 平 25 規程第 33号 平 26 規程第 20号 

平 26 規程第 56号 平 27 規程第 5号 平 28 規程第 22号 

平 29 規程第 20号 平成 30年 規程第 32号 平成 31年 規程第 51号 

令和 2年 規程第 32号 令和 3年 規程第 108号 令和 6年 規程第 47号 

(趣旨) 

第 1条 この規程は，国立大学法人宇都宮大学組織規程第 30条第 2項に基づき，宇都宮

大学の各学部に置く教授会に関し，必要な事項を定めるものとする。 

(組織) 

第 2条 各学部教授会は，国立大学法人宇都宮大学学術院規程(以下「学術院規程」とい

う。)第 4条第 1項第 1号及び第 3号並びに第 2項に基づく，当該学部，研究科及び学

部附属教育施設の責任教員（独立行政法人日本学術振興会が実施する「研究環境を向

上するための若手研究者雇用支援事業」に基づいて助手として雇用される特別研究員

（以下「学振助手」という。）は除く。以下同じ。）をもって組織する。ただし，共

同教育学部教授会にあっては，学術院規程第 4条第 1項第 2号に基づく，責任教員を含

め組織するものとする。 

2 学内共同施設及び機構の責任教員のうち，学術院規程第 4条第 2項に規定する責任教

員とならないものについては，学術院長及び学部長の承認により，いずれかの学部教

授会に所属するものとする。 

3 外部資金によって採用された特任教員又は学振助手については，その責任者及び学部

長の承認により希望する教授会に加わることができる。 

(役割) 

第 3条 教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるもの

とする。 

(1) 学生の入学及び卒業に関する事項

(2) 学位の授与に関する事項

【資料⑭-２】 
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(3) 前 2号に掲げるもののほか，教育研究に関する重要な事項で，教授会の意見を聴

くことが必要なものとして学長が定めるもの 

2 教授会は，前項に規定するもののほか，学長，学部長がつかさどる教育研究に関する

事項について審議し，及び学長，学部長の求めに応じ，意見を述べることができる。 

(運営) 

第 4条 学部長は，それぞれ教授会を主宰して，その議長となる。 

2 学部長に事故あるときは，あらかじめ学部長が指名する者が議長となり，その職務を

代行する。 

3 学内共同施設の責任教員は，それぞれの教授会が定める事項の審議には加わることが

できない。 

4 特任教員又は学振助手については，前項の規定を準用する。 

(雑則) 

第 5条 この規程に定めるもののほか，教授会の運営に関し必要な事項は，教授会の議を

経て，当該学部長が別に定める。 

2 学部長は，前項の事項を定めるに当たり，あらかじめ，学長の意見を聞くものとする。 

附 則 

中略 

附 則(昭 43 規程第 8号) 

この規程は，昭和 43年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 3 規程第 14号) 

この規程は，平成 3年 4月 12日から施行する。 

附 則(平 6 規程第 5号) 

この規程は，平成 6年 10月 1日から施行する。 

附 則(平 9 規程第 18号) 

この規程は，平成 10年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 10 規程第 3号) 

この規程は，平成 10年 4月 9日から施行する。 

附 則(平 10 規程第 74号) 

この規程は，平成 11年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 11 規程第 28号) 
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この規程は，平成 12年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 12 規程第 52号) 

この規程は，平成 13年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 13 規程第 15号) 

この規程は，平成 14年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 16 規程第 52号) 

この規程は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 17 規程第 4号) 

この規程は，平成 17年 2月 15日から施行し，平成 17年 2月 1日から適用する。 

附 則(平 17 規程第 9号) 

この規程は，平成 17年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 18 規程第 5号) 

この規程は，平成 18年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 18 規程第 43号) 

この規程は，平成 18年 6月 1日から施行する。 

附 則(平 18 規程第 51号) 

この規程は，平成 18年 7月 1日から施行する。 

附 則(平 18 規程第 62号) 

この規程は，平成 18年 9月 26日から施行する。 

附 則(平 19 規程第 10号) 

この規程は，平成 19年 1月 1日から施行する。 

附 則(平 19 規程第 19号) 

この規程は，平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 19 規程第 54号) 

この規程は，平成 19年 10月 15日から施行し，平成 19年 10月 1日から適用する。 

附 則(平 20 規程第 13号) 
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この規程は，平成 20年 4月 1日から施行する。ただし，第 2条第 2項第 4項の改正規

定は，平成 20年 3月 25日から施行する。 

附 則(平 23 規程第 29号) 

この規程は，平成 23年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 24 規程第 19号) 

この規程は，平成 24年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 25 規程第 33号) 

この規程は，平成 25年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 26 規程第 20号) 

この規程は，平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 26 規程第 56号) 

この規程は，平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 27 規程第 5号) 

この規程は，平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 28 規程第 22号) 

この規程は，平成 28年 4月 1日から施行する。 

附 則(平 29 規程第 20号) 

この規程は，平成 29年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 30年 規程第 32号) 

この規程は，平成 30年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 31年 規程第 51号) 

この規程は，平成 31年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 2年 規程第 32号) 

この規程は，令和 2年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 規程第 108号) 

この規程は，令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 規程第 47号) 
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この規程は，令和 6年 4月 1日から施行する。 
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○宇都宮大学農学部教授会内規 

(昭和 32年 6月 4日) 

改正 昭和 58年 3月 8日 平成 3年 4月 12日 

平成 6年 4月 1日 平成 10年 9月 24日 

平成 11年 3月 17日 平成 12年 3月 16日 

平成 13年 3月 22日 平成 17年 2月 28日 

平成 18年 5月 25日 平成 20年 3月 25日 

平成 26年 3月 18日 平成 27年 3月 23日 

平成 29年 3月 21日 令和 2年 7月 1日 

令和 3年 4月 1日 令和 5年 4月 25日 
 

第 1条 この内規は，宇都宮大学教授会規程に基づき，農学部(以下「学部」という。)に

置く教授会に関し，必要な事項を定める。 

(組織) 

第 2条 教授会は，学部並びに雑草管理教育研究センター及びバイオサイエンス教育研究

センターの責任教員をもって組織する。 

(審議事項) 

第 3条 教授会は，次の各号に掲げる教育研究に関する事項を審議する。 

(1) 学生の入学及び卒業に関すること。 

(2) 学位の授与に関すること。 

(3) 学部の教育方針に関すること。 

(4) 教育課程の編成に関すること。 

(5) 学科，講座及び附属施設の設置及び廃止に関すること。 

(6) 学部長候補者の推薦に関すること。 

(7) 評議員及び学部附属施設長の選考に関すること。 

(8) 学部諸規程等の制定及び改廃に関すること。 

(9) 学生の厚生及び指導に関すること。 

(10) 学生の懲戒に関すること。 

(11) 学生の試験及び単位認定に関すること。 

(12) 学生の転部，転科及び除籍に関すること。 

(13) 名誉教授の選考に関すること。 

(14) 非常勤講師等に関すること。 

(15) 中期目標・中期計画に関すること。 

(16) 教員の教育研究業績等の審査に関すること。 

(17) 予算の要求及び配分に関すること。 

(18) その他教育研究に関すること。 
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2 前項の規定にかかわらず，雑草管理教育研究センター及びバイオサイエンス教育研究

センターの責任教員は，前項第 6号，第 16号及び第 7号中の附属施設長の選考に関す

ることの審議に加わることができない。 

(運営) 

第 4条 学部長は，教授会を主宰して，その議長となる。 

2 学部長に事故あるときは，あらかじめ学部長の指名する者が議長となり，その職務を

代行する。 

3 学部長は，構成員の 5分の 1以上から教授会に付する事項を示して申出があったとき

は，教授会を召集しなければならない。 

第 5条 教授会は，構成員の過半数の出席をもって成立する。ただし，第 3条第 1項第 1

0号の審議に当たっては，構成員の 3分の 2以上の出席を必要とする。 

2 教授会の審議は，出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

第 6条 学部長は，あらかじめ会議に提出する議題をとりまとめ，1週間前までに構成員

に周知する。ただし，緊急止むを得ない場合はこの限りでない。 

(構成員以外の者の出席) 

第 7条 学部長は，必要あるときは，教授会の議に基づき，構成員以外の者の出席を求め，

意見を聴くことができる。 

(専門委員会等) 

第 8条 教授会は，学部の円滑な運営を図るため，農学部学科長・幹事会議及び農学部人

事委員会その他の専門委員会を置くことができる。 

2 農学部学科長・幹事会議及び専門委員会に関し必要な事項は，教授会が別に定める。 

(庶務) 

第 9条 教授会に関する庶務は，峰キャンパス事務部において処理する。 

附 則 

この内規は，昭和 32年 6月 4日から施行する。 

附 則(昭和 58年 3月 8日) 

この内規は，昭和 58年 3月 8日から施行する。 

附 則(平成 3年 4月 12日) 

この内規は，平成 3年 4月 12日から施行する。 

附 則(平成 6年 4月 1日) 

この内規は，平成 6年 4月 1日から施行する。 
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附 則(平成 10年 9月 24日) 

この内規は，平成 10年 10月 1日から施行する。 

附 則(平成 11年 3月 17日) 

この内規は，平成 11年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 12年 3月 16日) 

この内規は，平成 12年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 13年 3月 22日) 

この内規は，平成 13年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 17年 2月 28日) 

この内規は，平成 17年 2月 24日から施行する。 

附 則(平成 18年 5月 25日) 

この内規は，平成 18年 6月 1日から施行する。 

附 則(平成 20年 3月 25日) 

この内規は，平成 20年 3月 25日から施行する。 

附 則(平成 26年 3月 18日) 

この内規は，平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年 3月 23日) 

この内規は，平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 29年 3月 21日) 

この内規は，平成 29年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 2年 7月 1日) 

この内規は，令和 2年 7月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 4月 1日) 

この内規は，令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 5年 4月 25日) 

この内規は，令和 5年 4月 25日から施行し，令和 5年 1月 19日から適用する。 
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○宇都宮大学農学部学科長・幹事会議内規

(設置)

第1条 宇都宮大学農学部教授会内規第8条の規定に基づき，学部の運営を円滑にす

るため，農学部学科長・幹事会議(以下「会議」という。)を置く。

(任務)

第2条 会議は，次の事項を審議し，その審議の結果を必要に応じて教授会に報告

し，又は承認を得るものとする。

(1) 教授会から委任された事項

(2) 本学部の中期目標・中期計画の立案及び管理に関すること。

(3) 本学部の事業経費の要求に関する事項

(4) 本学部における事業経費配分の基本方針に関する事項

(5) 本学部に係る事業経費(事項指定経費を除き，連合農学研究科に係る予算を

含む。)の配分に関する事項

(6) 本学部の教員評価に関すること。

(7) 学部長があらかじめ審議することを適当と認めた事項

(組織及び運営)

第3条 会議は，次の者をもって組織する。

(1) 学部長

(2) 学科長

(3) 附属農場長，附属演習林長，雑草管理教育研究センター長及びバイオサイ

エンス教育研究センター長

(4) 評議員

(5) その他学部長が認めた者

第4条 会議に議長を置き，学部長をもって充てる。

2 議長は，会議を招集する。

3 議長に事故あるときは，あらかじめ議長の指名する者がその職務を代行する。

第5条 学部長はあらかじめ会議に提出する議題をとりまとめ，2日前までに構成員

に通知しなければならない。ただし，緊急やむを得ない場合はこの限りでない。

第6条 会議は，その構成員の3分の2以上の出席をもって成立する。

第7条 議決は，出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決する

ところによる。

(構成員以外の者の出席)

第8条 学部長が必要と認めたときは，会議の承認を得て，構成員以外の者を出席

させ，説明又は意見を聴くことができる。

(庶務)

第9条 会議に関する庶務は，峰キャンパス事務部において処理する。

(内規の改廃)

第10条 この内規の改廃は，教授会の議決による。

附 則

1 この内規は，平成6年4月1日から施行する。

(平成6年2月24日)
改正 平成10年9月24日 平成11年3月17日

平成12年3月16日 平成13年3月22日

平成17年2月28日 平成18年5月25日

平成20年3月25日 平成25年2月27日

平成26年3月18日 平成27年3月23日

平成28年1月20日 令和2年7月1日

令和2年3月5日 令和3年4月1日

令和6年11月26日 令和7年3月26日
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2 農学部幹事会内規(昭和32年6月4日制定)は，廃止する。

附 則(平成10年9月24日)

この内規は，平成10年10月1日から施行する。

附 則(平成11年3月17日)

この内規は，平成11年4月1日から施行する。

附 則(平成12年3月16日)

この内規は，平成12年4月1日から施行する。

附 則(平成13年3月22日)

この内規は，平成13年4月1日から施行する。

附 則(平成17年2月28日)

1 この内規は，平成17年2月24日から施行する。

2 宇都宮大学農学部予算委員会内規(昭和44年3月31日制定)は，廃止する。

附 則(平成18年5月25日)

この内規は，平成18年6月1日から施行する。

附 則(平成20年3月25日)

この内規は，平成20年3月25日から施行する。

附 則(平成25年2月27日)

この内規は，平成25年4月1日から施行する。

附 則(平成26年3月18日)

1 この内規は，平成26年4月1日から施行する。

2 第3条第1項第3号の雑草と里山の科学教育研究センター長が専任の教員でない場

合は，雑草と里山の科学教育研究センターの専任教員をもってあてる。

附 則(平成27年3月23日)

この内規は，平成27年4月1日から施行する。

附 則(平成28年1月20日)

1 この内規は，平成28年4月1日から施行する。

2 第3条第1項第4号の雑草と里山の科学教育研究センター長が専任の教員でない場

合は，雑草と里山の科学教育研究センターの専任教員をもってあてる。

附 則(令和2年7月1日)

この内規は，令和2年7月1日から施行する。

附 則(令和2年3月5日)

この内規は，令和2年4月1日から施行する。

附 則(令和3年4月1日)

この内規は，令和3年4月1日から施行する。

附 則(令和6年11月26日)

この内規は，令和6年11月26日から施行する。
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附 則(令和7年3月26日)

この内規は，令和7年4月1日から施行する。
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○国立大学法人宇都宮大学戦略企画本部規程

(平成 31年 規程第 19号) 

改正 令和 3年 規程第 54号 令和 3年 規程第 130号 

令和 4年 規程第 22号 令和 5年 規程第 39号 

令和 6年 規程第 124号 

(趣旨) 

第 1条 この規程は，国立大学法人宇都宮大学組織規程第 11条の 2第 2項の規程に基づ

き，宇都宮大学戦略企画本部（以下「本部」という。）の組織及び運営に関し必要な

事項を定めるものとする。 

(目的) 

第 2条 本部は，国立大学法人宇都宮大学（以下「本学」という。）の改革を戦略的かつ

機動的に推進し，もって本学の発展に資することを目的とする。 

(任務) 

第 3条 本部は，学長のリーダーシップのもと，本学が戦略的に取り組むべき重要事項に

係る企画及び立案並びに総合調整を行う。 

(組織) 

第 4条 本部は，次に掲げる者をもって組織する。 

(1) 学長

(2) 理事

(3) その他学長が必要と認めた者

(本部長及び副本部長) 

第 5条 本部長は，学長をもって充てる。 

2 本部長は，本部の業務を掌理する。 

3 副本部長は，あらかじめ本部長の指名する者をもって充てる。 

4 副本部長は本部長を補佐し，本部長に事故あるときは，その職務を代行する。 

(戦略企画本部会議) 

第 6条 本部に，戦略企画本部会議（以下「会議」という。）を置く。 

2 会議は，次に掲げる事項の検討，調整及び審議を行う。 

(1) 第 2条の目的を具体化するための事項

(2) 教員人事に関する事項

(3) 予算実施計画の策定に関する事項

(4) その他本部長が必要と認める事項

3 会議は，第 4条に規定する者をもって組織する。ただし，前項第 2号に規定する事項

の検討，調整及び審議を行う場合の委員は，第 4条に規定する者のうち学長が指名す

る者とする。 
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4 会議に議長を置き，本部長をもって充てる。 

5 会議に副議長を置き，副本部長をもって充てる。 

6 副議長は議長を補佐し，議長に事故あるときは，その職務を代行する。 

7 第 2項において審議を行う場合，第 3項に規定する者のうち，過半数の出席をもって

成立する。 

8 前項における議事は，出席した者の 3分の 2以上をもって決する。 

9 会議は，必要に応じて第 3項に規定する者以外の者の出席を求め，意見を聴くことが

できる。 

(戦略企画チーム等) 

第 7条 本部に，戦略企画チーム又は特定の事項を検討する会議（以下「チーム等」とい

う。）を置くことができる。 

2 チーム等は，学長の命を受けて，本学の改革に係る重要な事項について，基本的戦略

の立案その他戦略的な取組の立案のために必要な調査・分析を行うものとする。 

3 チーム等の組織及び運営については，学長が別に定める。 

(事務) 

第 8条 本部の事務は，関係部局等の協力を得て，企画総務部企画総務課において遂行す

る。 

2 戦略企画本部会議で検討，調整及び審議を行う事項のうち，第 6条第 2項中第 2号の

教員人事に関する事項は企画総務部人事課が，第 3号の予算実施計画の策定に関する

事項は財務部財務課が，その他事項は企画総務部企画総務課が遂行する。 

(雑則) 

第 9条 この規程に定めるもののほか，本部の運営に関し必要な事項は，本部長が別に定

める。 

附 則 

この規程は，平成 31年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 規程第 54号) 

この規程は，令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 規程第 130号) 

この規程は，令和 3年 7月 9日から施行する。 

附 則(令和 4年 規程第 22号) 

この規程は，令和 4年 3月 16日から施行し，令和 3年 4月 1日から適用する。 

附 則(令和 5年 規程第 39号) 
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この規程は，令和 5年 6月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 規程第 124号) 

この規程は，令和 6年 4月 1日から施行する。 
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○国立大学法人宇都宮大学評価規程 

(令和 4年 規程第 19号) 

改正 令和 4年 規程第 58号 
 

(趣旨) 

第 1条 この規程は，国立大学法人宇都宮大学(以下「本学」という。)が，宇都宮大学学

則第 1条の 2及び宇都宮大学大学院学則第 3条の規定に基づき実施する点検・評価及び

その他の点検・評価に関し，必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2条 この規程において「大学評価」とは，次の各号に掲げる評価の総称とする。 

(1) 法人評価 国立大学法人法(平成 15年法律第 112号)第 31条の 2第 1項各号で規

定する中期目標の期間における業務の実績に関する評価 

(2) 認証評価 学校教育法第 109条第 2項及び第 3項に規定する認証評価機関による

評価 

(3) 外部評価 本学が自ら行った点検・評価の結果について，学外者(第 5条第 1項で

規定する法人評価委員会，及び第 6条で規定する認証評価機関を除く。)が行う検

証・評価 

(4) 教育研究等評価 学校教育法(昭和 22年法律第 26号)第 109条第 1項の規定によ

り，教育及び研究，組織及び運営並びに施設及び設備の状況について本学が自ら行

う点検及び評価 

(点検・評価委員会の設置) 

第 3条 本学に，大学評価を実施するため宇都宮大学点検・評価委員会(以下「点検・評

価委員会」という。)を置く。 

2 点検・評価委員会に関し必要な事項は別に定める。 

(学部等の点検・評価委員会) 

第 4条 各学部，研究科(以下「学部等」という。)ごとに，学部等における自己点検・評

価を実施するため，学部等点検・評価委員会(これに相当する組織を含む。以下同じ。)

を置く。 

2 学部等の点検・評価委員会に関し必要な事項は，学部等において別に定める。 

(法人評価) 

第 5条 法人評価は，国立大学法人法及び国立大学法人評価委員会が定める実施方針等に

従い受審の手続きを行うものとする。 

2 前項の規定にかかわらず，中期目標の期間における中期計画の各年度の進捗状況につ

いて，毎年度自己点検・評価を実施するものとする。 

(認証評価) 
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第 6条 認証評価は，学校教育法及び認証評価機関が定める実施方針等に従い受審の手続

きを行うものとする。 

(外部評価) 

第 7条 外部評価は，次の各号に定めるところにより実施するものとする。 

(1) 第 8条により実施した自己点検・評価の結果，学長が外部評価を実施する必要が

あると認めたとき 

(2) 第 5条第 2項による自己点検・評価実施の都度 

(3) 学部等の教育・研究の状況について，学長が外部評価を実施する必要があると認

めたとき 

2 学長は，外部評価を実施したときは，その結果を公表するものとする。 

(教育研究等評価) 

第 8条 教育研究等評価は，学校教育法の定めに従い実施するものとする。 

2 教育研究等評価は，定期的に実施するものとし，実施時期については，点検・評価委

員会の議を経て学長が定める。 

3 学長は，教育研究等評価を実施したときは，その結果を公表するものとする。 

(評価結果への対応) 

第 9条 学長は，大学評価の結果，改善が必要と認められるものについては，点検・評価

委員会から提言のあった改善方策を踏まえ，関係組織に改善を指示するものとする。 

(雑則) 

第 10条 この規程に定めるもののほか，大学評価に関し必要な事項は別に定める。 

附 則 

1 この規程は，令和 4年 4月 1日から施行する。 

2 国立大学法人宇都宮大学評価規程(平成 18 規程第 22号)，宇都宮大学施設設備環境

点検・評価委員会内規及び宇都宮大学全学共用教育研究スペースの運用に関する申合

せは廃止する。 

附 則(令和 4年 規程第 58号) 

この規程は，令和 4年 6月 29日から施行し，令和 4年 4月 1日から適用する。 
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